
揮発性有機化合物排出抑制専門委員会報告
「今後の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出抑制対策の在り方について（報告）」

概要版

資料４

経緯

○ 浮遊粒子状物質（SPM)や光化学オキシダントによる大気汚染へ対処するため、大気汚染防止
法を改正し、法規制と事業者の自主的取組とのベストミックスにより、平成18年度から工場等、固
定発生源からのVOC排出抑制対策に取り組んできた。

○ 平成22年度を目途に平成12年度比で３割程度削減することを目標として取り組んできたところ、
平成22年度のVOC排出量は目標を大きく上回り４割以上削減された。

○ SPMは当初見込んでいた環境基準達成率93％を上回る状況にある。

○ 光化学オキシダントは高濃度域の出現状況が改善している可能性が示唆されている。一方で、
環境基準達成率は０％と著しく低く、注意報発令レベルを超えない測定局の数も当初見込んでい
た９割とは乖離が生じている。
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○ 平成24年４月に、環境大臣から、今後の揮発性有機化合物（VOC)の排出抑制対策の在り方に
ついて中央環境審議会に諮問。

○ 諮問を受け、中央環境審議会大気環境部会の「揮発性有機化合物排出抑制専門委員会」にお
いて検討。

○ 6月から、専門委員会での３回の審議を経て、10月11日に報告（案）を取りまとめた。

○ 11月19日から12月18日までパブリックコメントを実施した。
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専門委員会の開催状況

○ 平成24年８月７日 第15回専門委員会
（今後の検討の進め方及び検討の方向性について審議）

○ 平成24年８月29日 第16回専門委員会
（報告骨子のとりまとめ）

○ 平成24年10月11日 第17回専門委員会
（報告書のとりまとめ）
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３．揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出抑制制度の在り方

平成22年度のＶＯＣ排出量は目標の3割程度削減を上回る4割
以上の削減を達成。

ＶＯＣ排出抑制による光化学オキシダント及びＳＰＭの抑制効果
が示唆されたとの見解もある。

したがって、現状ではＶＯＣの排出抑制について規制強化する必
要性は見当たらない。

一方、ＶＯＣ排出抑制制度を廃止した場合、再び大気環境の悪
化を招くおそれがある。

法規制と自主的取組を合わせた現行のＶＯＣ排出抑制制度は、
このまま継続することが適当である。

自主的取組を進めるにあたっては、情報の公開、及び取組内容
の検証が重要であり、事業者等の実情に応じて適切に運用され
ることが望まれる。



４．他法令による規制との整合性

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の
促進に関する法律」（ＰＲＴＲ法）に基づく物質管理や大気汚染防
止法に基づく指定物質の排出等規制は、ＶＯＣ排出規制と目的と
内容が異なる。

したがって、他法令等と重複する化学物質を大気汚染防止法の
規制対象から除外することは適当でないと考えられるが、事業者
の負担軽減については、５．と併せて引き続き検討する必要があ
る。

なお、今後、より効率的かつ効果的にＶＯＣの排出抑制を推進す
るためには、物質ごとの光化学反応性を踏まえ、光化学オキシダ
ント又はＳＰＭの生成能が高く、排出量全体に占める割合が高い
物質から選択的に、排出削減を進めることが望ましい。

５．事業者の負担軽減（１）法定検査回数の削減等

これまでの取組の結果、ＶＯＣ排出量が目標を大幅に上回る削
減を達成した状況を踏まえ、事業者の負担軽減を図り、より効率
的な体系作りを推進することが重要である。

大気汚染防止法では、年２回以上のＶＯＣ濃度の測定が義務づ
けられているが、最も濃度負荷のかかる時に年1回以上測定す
れば足りると考える。

一定要件に該当する貯蔵タンク等は、計算によりＶＯＣ濃度を算
定することも可としており、他の施設についても、確からしい計算
方法ができる場合にあっては、公定法による測定に替えて計算
によりＶＯＣ濃度を算定することができることとするのが妥当であ
る。



５．事業者の負担軽減（２）除外物質の追加

除外物質の追加について、現在のところ新たな知見はない。

今後開催される検討会等において最新の有用な情報を収集し、
新たな知見が得られた場合には、当該物質を生産する事業者等
から当該物質の光化学反応性や測定方法に係る情報提供を受
けた上で、適宜、適用除外物質への追加について検討する必要
がある。

５．事業者の負担軽減（３）緊急時の措置

光化学オキシダントについては、国内の固定発生源対策だけで
は解決しない越境汚染の影響も示唆されているが、越境汚染の
寄与が小さい夏季において、関東地方を中心に注意報の発令事
例が散見されている。

光化学オキシダント調査検討会報告書では、「従来より進められ
てきた窒素酸化物排出規制に加え、ＶＯＣ排出抑制制度等の前
駆物質の排出削減対策が進められたことにより高濃度域の光化
学オキシダントが改善している可能性が示唆される。」とまとめら
れている。他方、現時点ではＶＯＣ排出抑制による定量的な光化
学オキシダント濃度への効果は把握されていない。

したがって、今後も引き続き現行の措置を行うとともに、より的確
な緊急時の措置の実施に向けて、光化学オキシダント調査検討
会報告書に基づき、排出インベントリの精緻化やシミュレーション
モデルの高度化等の調査研究を推進し、緊急時の措置の在り方
を検証していくことが必要である。



６．ＶＯＣ排出状況等のフォローアップ

今後も引き続き「固定発生源からのＶＯＣ排出量の把握」及び「一
般環境におけるＶＯＣを構成する各成分の濃度の測定」を実施す
る必要がある。

固定発生源からのＶＯＣ排出量の把握については、事業者の負
担軽減にも配慮し、従前より内容を軽減した形で実施可能か検討
し、対応することが望ましい。

一般環境におけるＶＯＣ成分濃度の測定については、「光化学オ
キシダント濃度の高くなる時期」「光化学反応性及び大気への排出
量を踏まえた光化学オキシダント及びＳＰＭへの寄与が大きい物
質」を優先する等、目的に応じた測定の実施を検討する。

７．対策効果のフォローアップ
今後も光化学オキシダントあるいはＳＰＭに対するＶＯＣの排出
抑制の効果について定期的にフォローアップしていくとともに、最
新の知見に基づき適切に対策の効果を評価する必要がある。

ＶＯＣ排出抑制制度等により、高濃度域の光化学オキシダントが改
善している可能性が示唆されているが、環境基準達成率は著しく低
い。また大陸からの越境移流や植物起源ＶＯＣの把握が十分でない
などの新たな課題も明らかになってきている。光化学オキシダントに
ついては、未だその発生源寄与の解明が不十分である。

第四次環境基本計画では、「光化学オキシダントについては、広域
大気汚染や気象条件の変化などの影響を大きく受けやすい注意報
等とは別に、環境改善効果を適切に示す指標について検討を行い､
結論を得ることを目指す。」とされている。

こうしたことから、今後は、「光化学オキシダント調査検討会報告書」
に基づき、現象解明を十分進めた上で、今後必要な対策等を検討
するとともに、環境改善効果を適切に示す指標の検討も行い、並び
にその対策の評価に繋げていく必要がある。

８．総合的な対策検討のための新たな専門委員会の設置



新たに環境基準が設定された微小粒子状物質（以下、「ＰＭ２.５」と
いう。）もＶＯＣが前駆物質の一つであり、多くの地点で環境基準が
非達成と推測され、現象解明も未だ十分でなく、課題も多い。

ＶＯＣは、光化学オキシダントやＰＭ２.５の発生と密接に関連してい
る。ＶＯＣの排出状況及び排出抑制効果等の評価については、新た
な情報・知見の収集を図るとともに、さらなる事業者の負担軽減に
ついて引き続き検討を行っていく必要がある。

これらの残された課題を解決に導いていくため、ＶＯＣ排出規制の
みを取り扱う本委員会は発展解消し、今後は、ＶＯＣのみならず、光
化学オキシダントやＰＭ２.５を含めて総合的な検討を行う専門委員
会を新たに立ち上げ、今後必要な対策の検討等について幅広い議
論を行うことが適当である。

８．総合的な対策検討のための新たな専門委員会の設置

９．国際的な取組の推進

注意報発令地域が広域化していることや数多くの研究から、越
境大気汚染による光化学オキシダントへの影響が示唆されてお
り、光化学オキシダントの改善には、国内に止まらず、国際共同
研究等を通じた国際的な取組みの推進が重要である。

これまでも、｢日中韓光化学オキシダント科学研究ワークショップ｣
を毎年度開催する等、汚染メカニズムの解明や共通理解の形成
に向けた研究協力を行ってきたところであるが、今後より積極的
に国際的な取組を推進していくことが重要である。


